
 

 

飲食業・小売業 のみなさんへ 
旅館業、卸売りなどやフリーランスの方も 

 

 

 

新型コロナの危機をしのぐ一助に 

役に立つ制度 
をまとめました 

（２０２０年４月１６日時点のものです） 

「新型コロナ」＆事業名でインターネット検索をすれば、詳細や問

い合わせ先などを調べることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私たち日本共産党は「自粛と一体に補償を」と求めています。しかし政府

が応えようとしないなか、危機的な経営状況のなかで活用できる新制度など

をまとめてみました。これからも勉強していきます。 

いずれも本人の申請や申し込みが必要です。ご希望の制度をできるだけ

受けられるように、必要な場合には、一緒に市や県、国にも働きかけます。

声をおかけください。 

日本共産党 呉西地区議員団 ☎ 0766-23-3281 

 

富山県議（射水）津本ふみお ／ 高岡市議：金平 直己、高瀬あつこ ／ 射

水市議：根木たけよし ／ 砺波市議：境 欣吾 ／ 氷見市議：穴倉ようこ ／ 

小矢部市議：砂田 喜昭 



 

 

【営業を守る】------------------------------------------------------- 

無利子・無担保で、新規の融資と既往債務の借り換えが可能に 
日本政策金融公庫「新型コロナウィルス感染症特別貸付（国民生活事業）」 

・最近１か月の売り上げが、前年または前々年の同期比で▲５％以上減少していることが条

件です。小規模事業者、個人事業主（フリーランスを含む）などが対象です。飲食店、旅

館、理美容店、クリーニング店なども対象になります。 

・現在ある債務を「実質無利子」で借り換えることができれば、３年間は元本も利息も払わ

なくてもよくなるため、一息つくことができます。 

・貸付限度：６０００万円（別枠）。 

・貸付期間：設備資金２０年以内、運転資金１５年以内。 

・貸付利率：３年間は実質無利子。（事業者よっては３年間０．４６％） 

「実質無利子」は新規融資と既往債務借換の合計額で３０００万円が上限。３０００万円

超の部分と４年目以降については１．３６％。 

・据置期間：５年以内。無担保。（元本返済が猶予されます） 

問合せ：日本政策金融公庫の県内支店 

（商工中金、県の制度融資も同様な制度に） 

（県の制度融資）４月下旬に改定される予定。最寄りの銀行や信金などでも利用できるよう

になります。 

 

売上激減の事業者に最大１００万円か２００万円の給付金（１回限り） 
経済産業省「持続化給付金」 

・対象事業者は、売上が前年同月比で▲５０％以上減少している事業者（フリーランスを含

む）です。 

・給付額：個人事業者最大１００万円、法人最大２００万円。給付額の計算：給付額＝（前

年の総売上）―（前年同月比▲５０％減少した月の売上）×１２ヶ月。 

申請：電子申請になる模様 

（補正予算の成立後 1 週間程度から受付開始予定） 

 

固定資産税、消費税など、すべての納税を１年間猶予 
緊急経済対策における税制上の措置 

・２月から税の納付期限までの期間において、収入が前年同月比▲２０％以上減少した場合、

無担保かつ延滞税なしで１年間納税を猶予。 

・固定資産税、消費税、法人税など、基本的にすべての税が対象です。 

問合せ：それぞれの納税先 

 

翌２０２１年度は固定資産税を減免 
緊急経済対策における税制上の措置 

・来年度（２０２１年度）の固定資産税および都市計画税を減免します。今年度納税する分

を１年間猶予することに伴う措置。 

・具体的には、今年２月～１０月の任意の３か月の売上が前年同期比▲３０％以上減少した

場合は２分の１に軽減、▲５０％以上減少した場合は全額免除するとしています。 

問合せ：市町村の担当課 



 

 

【従業員を守る】-------------------------------------------------------- 

従業員はもちろん、バイトにも休業手当を。雇用調整助成金が使えます 
雇用調整助成金「新型コロナ特例処置」 

・従業員やアルバイトに支払った休業手当の８割が助成され戻ってきます。（解雇などを行わ

ない場合は９割）。計画の届け出は、６月３０日までなら事後提出も認められます。 

・対象となる事業主：売上が前年同月比で▲５％以上減少しているお店。雇用保険をかけて

いる従業員が１人でもいれば業種は問いません、ラーメン店でも居酒屋でもＯＫ。 

・対象となる従業員：雇用保険をかけている社員だけでなく、かけていないアルバイトも、

休業手当てを出せば対象になります。 

・対象となる休業：１日単位の休業だけでなく、短時間シフトなどの短時間休業も対象。 

・休業手当の額：厚労省は平均賃金の１０割が望ましいとしています。（法律は平均賃金の６

割以上） 

・対象期間：４月１日分から６月３０日分まで。助成対象の日数に限度はありません。 

問合せ：富山労働局 

 

【生活を守る】------------------------------------------------------------ 

一時的な生活資金が必要な方に緊急の貸付（１回限り） 
生活福祉資金貸付制度の「緊急小口資金の特例貸付」 

・お店の休業などで収入が減少し、生計維持のために緊急かつ一時的な貸付を必要とされて

いる世帯が対象です。還時においても所得の減少が続き、住民税非課税世帯の場合、返済

が免除されます。 

・貸付上限：２０万円。据置期間：１年以内。償還期限：２年以内。貸付利子：無利子。 

申込先：市町村社会福祉協議会。 

 

日常生活が困難な方への貸付（最長３か月） 
生活福祉資金貸付制度の「生活支援費の特例貸付」 

・収入減少で生活に困窮し、日常生活の維持が困難となっている世帯が対象です。償還時に

おいても所得の減少が続き、住民税非課税世帯の場合、返済が免除されます。 

・貸付上限：（２人以上世帯）月２０万円、（単身）月１５万円。 

・貸付期間：原則３か月以内。据置期間：１年以内。償還期限：１０年以内。貸付利子：無

利子。 

申込先：市町村社会福祉協議会 

 

事業収入が３割以上減っていれば、国民健康保険税の減免を受けられます 
緊急経済対策における税制上の措置 

・事業収入が対前年３割以上減少している方が対象です。（前年の合計所得額が１０００万円

以下などの要件もあります） 

・減免額は、世帯の収入状況、事業主の所得額によって様々です。例えば、世帯収入が事業

収入のみで、廃業で収入ゼロとなった場合、国保税は免除になります。 

問合せ：市町村の国民健康保険担当課 

 

年度途中でも、就学援助の申請を 
就学援助 

・小中学生がいる世帯が対象。収入がそれぞれの市町村が定める収入基準以下になっていれ

ば、給食費など小中学校に必要な費用が給付されます。 

問合せ：市町村の教育委員会 



 

 

新型コロナウィルス感染症対策 緊急要望（抜粋） 
２０２０年４月６日 日本共産党国会議員団 

１、自粛要請と一体に補償を行うこと 

苦境に陥っている事業者・個人に感染防止対策として思い切った補償に速やかに踏

み出す 
イベントや外出の自粛要請により、収入が途絶える、激減する事業者・個人が広がって

いる。収入減への補償に踏み出してこそ、自粛要請にこたえて安心して休業することがで

き、感染拡大防止の実効性を確保できる。感染防止対策として｢自粛要請と一体に補償を行

う｣ことを、一刻も早く政府の基本方針にすえるべきである。 

（１）緊急に、すべての国民を対象に１人１０万円の給付金を支給すること。 
現金給付は、「１人１０万円」を求める。一刻も早く届けることを最優先にする。様々

な条件をつけることによる事務手続きの煩雑化などを避け、すべての国民（日本に居住し

ている外国人を含む）を対象にする給付を急いで行う。高額所得者は新型コロナ終息後に

所得税の増税で実質的に返納してもらうなどを検討する。これはあくまで緊急の措置であ

り、一回きりの現金給付でおわりにせず、賃金・収入補償の仕組みを急いでつくる必要が

ある。 

（２）賃金・収入の８割以上を補償する手立てをとること。 
雇用保険加入者か否かに関わらず、非正規雇用労働者、フリーランス、自営業者も含め、

通常の賃金・収入の８割以上を補償し、速やかな支給ができる手立てをとること。 

（３）「自粛」による倒産・廃業をさせないために、固定費などへの補償、税・社会保

険料の減免を行うこと。 
自粛要請によって直接・間接に影響をうけているすべての中小・小規模事業者に対して、

家賃・地代・水光熱費・リース代などの固定費への直接助成をはじめ、自粛要請による損

失を補償する。また、国保料（税）の緊急減免をはじめ税・社会保険料の減免や消費税納

税の猶予を行う。 

（４）イベント中止などにともなうキャンセル料・必要経費の補償を行うこと。 

（５）無担保・無利子融資を当面２０兆円以上の規模にするとともに、速やかに受けら

れるようにすること。 
中小・小規模事業者が資金繰りのために、無担保・無利子融資を速やかに受けられるよ

うにすること。そのためにリーマンショック時の 20 兆円を上回る規模を確保し、受付窓口

の体制を強化するとともに審査の迅速化をはかる。 

４、消費税５％への減税に踏み切ること 

 

「補償なき宣言」 予算大幅拡充を 
2020.4.11 日本共産党 小池晃 

 

緊急事態宣言が出され、国民の間でも不安が広がっています。

日本共産党としては、「宣言」に伴う自粛や営業の中止などに

ついては補償がいよいよ必要であり、「補償なき宣言」では感

染拡大防止はできないと、引き続き強く求めていきます。 

政府からはさまざまな支援策も出されてきてはいますが、あ

まりにも規模が小さい。戦後最大の危機ともいわれるような感

染症の拡大に対応できるものになっていません。 


